
令和 5 年 3月 24 日(金)、公明党鈴鹿市議団として、「国による追加の物価高騰対策等を見

据えた緊急要望」を、末松則子市長に手渡しました。 

 

 

 

国による追加の物価高騰対策等を見据えた緊急要望 

 

 本年１月の消費者物価指数は前年同月比で 4.2%上昇し、41年ぶりの高水準を記録した。依

然として、エネルギーや飲食料品など生活必需品目の値上げが顕著なことから、家計は数字

以上の影響を実感している。 

こうした状況を踏まえ、政府は子育て世帯への支援やエネルギー価格等の抑制、事業者の

資金繰り支援など追加の物価高騰対策に関し、３月中のとりまとめに向けて検討を進めてい

る。 

 現在、当該追加対策の具体的な内容は示されていないが、これまでの物価高騰対策と同様、

地方に対する交付金（電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金等）の追加交付が

あった場合には、市民生活や事業活動を支えるため、県とも連携を図りながら、以下の内容

について支援策を速やかに講じるよう要望する。 



 

記 

 

一、県とも連携を図る中、光熱費高騰対策として、全世帯の約半数が利用している LPガス料

金の負担を軽減するため、「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」を活用

した具体的な支援策を講じること。 

 

一、学校における給食費や教材費等の保護者負担の軽減、水道基本料金の減免、農家等に対

する肥料高騰分への支援等、地域の実情に応じたきめ細やかな支援策を実施すること。 

 

一、物価高で生活に影響を受けているひとり親世帯や住民税均等割が非課税の子育て世帯を

対象に、子ども一人当たり一律 5万円の「特別給付金」を可及的速やかに支給すること。 

 

一、食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者に対して、プレミアム商品券や地域で活

用できるマイナポイント等を発行すること。 

 

一、生活困窮者等への支援として、地方創生臨時交付金を活用した、住民税非課税世帯等低

所得世帯に対する支援を実施すること。 

 

以上 


